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浅部地盤構造調査への統合物理探査の活用
Utilization of integrated geophysical investigation for near surface surveying
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表層数10mまでの浅部の構造や物性は，これまでボーリングや直接的な地下掘削などの手段で検証されてき
た．一方で浅部には風化表層や人工地層が分布し，小スケールの不均質構造が発達する．したがって特定の地
点で実施されたボーリング調査などの結果は局所的な空間の構造しか反映しておらず，広域的空間の代表情報
として使用できないことが多い．表層は開発行為の主対象領域であり，我々の生活基盤でもあることから施工
時の安定性や自然災害に対する既存インフラ施設の安全性を評価することが求められる．表層部に広く張り巡
らされた道路や河川堤防，上下水道などの社会インフラ施設は，高度経済成長期などに集中的に整備されてき
たが近年老朽化・劣化が進行し，それらの維持管理および更新を如何に効率的に推進するかが社会的な課題と
なってきている． 
物理探査は連続的2次元断面物性構造情報を提供できることから，社会インフラ施設を含めた浅部地盤調査に重
要な役割を担うことが期待されている．ただしこの浅部物理探査には，従来の地下資源調査や地下構造調査分
野に適用されていた物理探査に比べ，より信頼性が高く高解像度の断面を提供するとともに，表層の物性やイ
ンフラ施設の劣化度にかかわる工学的指標を提供することが求められる．たとえば河川堤防では，洪水時に漏
水や浸食に耐え，また地震時にも大規模な損壊を発生しない耐震性を有しているかを点検診断することが，道
路盛土の場合は施工不良によって沈下や空洞が発生していないか，また原地盤との境界部に地下水が集中して
いないかを点検診断することが求められる．これらの点検診断項目を，単一の物理探査手法で把握することは
ほぼ不可能である．いくつかの手法を組み合せて適用すればこれらを評価する可能性は高まるが，その場合コ
スト，作業性，探査深度，分解能等の要件を満たすとともに，評価技術として取得物性情報の工学的指標への
変換過程の確立が必要とされる． 
筆者らはこれまで，河川堤防に対してランドストリーマー表面波探査法と牽引式電気探査法を組み合わせて実
施する統合物理探査技術の適用開発を進めてきた．評価技術に関しては，統合物理探査で得られる人工地層と
自然地層のS波速度および比抵抗値と，浸透特性や粒度特性などの工学的物性との関連性を統計的に求め，加え
て両者の関係を説明する粒子・間隙モデルを提案してきた．最近では道路舗装・盛土を対象として統合物理探
査の適用研究を進めている．筆者らが統合物理探査と称しているのは，それが単にいくつかの探査手法を組み
合わせたものではなく，探査結果から新たな空間物性情報を生産することを特徴としているからである．さら
に，物性構造の再現性を向上させ信頼性の高い断面情報を提供するために，異なるステージでの再計測，検層
や地盤試料試験の実施と試験データの対比も特徴とする．本講演では，河川堤防および道路盛土を対象とした
統合物理探査の事例と要素探査手法の概要を紹介するとともに，探査結果からの工学的特性の評価とその過程
について述べる．
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「河川堤防の統合物理探査」（稲崎・河川堤防の統合物理探査適用検討委員会）では，探査計画から現場測
定，解析，結果の整理，安全性評価までまとめられている．単に物性値断面を得るだけでななく，複数の探査
手法を適用することで，ニーズに応える方法を示していること，安全性評価に踏み込んでいることに特徴があ
る．ここで示されている方法や考え方は，物理探査の利用拡大に寄与すると期待されている． 
物理探査は，多くの土木地質プロジェクトに利用されてきた．しかし，技術者の理解不足が，物理探査結果を
有効に活用できない状況を生み，土木地質分野では物理探査に対する不信感が大きい．しかし，同時に物理探
査への期待も大きい．これまでの物理探査の取り組みは，探査結果を利用した地質モデルの構築，地盤解釈の
視点が弱く，このことが物理探査に対する不信感の一因と考えられる．物理探査技術の普及発展のために
は，探査手法の利用技術と地質解釈に関する研究，検討が不可欠である．そこで，物理探査学会は，土木地質
分野における物理探査の適切な適用と解釈を目的として，「統合物理探査調査研究委員会」を発足させた．探
査結果が有効活用された地質解釈，地質工学モデル作成を目指している．本委員会では，対象を河川堤防に限
定せず，また，「統合」をもう少し広い意味で使用している．統合には，複数物理探査結果および複数調査結
果の統合，物理探査の解析と解釈の統合，すなわち物性断面と地質モデルの統合の意味を込めている． 
統合物理探査調査研究委員会では，3つワーキンググループにおいて，以下の活動を行ってきた．ワーキンググ
ループ1では，統合物理探査の他分野への適用検討，適用方法の検討を行うため，文献調査，事例研究を行って
いる．文献調査の結果，盛土堤防分野では，S波速度と比抵抗を組み合わせた探査の事例が多く，多くの事例で
統合物理探査が実施されている．一方，トンネル調査においては，多くの事例が地震波探査屈折法によるP波速
度で地山を評価するものであり，電気探査や電磁探査などの比抵抗を求める探査との併用事例は3割程度であ
り，統合物理探査の試みは1件であった．複数の探査が実施された多くの事例において，破砕帯や変質帯の推定
などの定性的な利用にとどまっている状況であった．斜面・地すべり分野においても，P波速度と比抵抗の組み
合わせの事例は多いが，統合物理探査の事例は2件であった．多くの場合，トンネルと同様，風化層の層厚や破
砕帯の推定など定性的な利用にとどまっている． 
ワーキンググループ2では，複数物理探査結果を用いた地盤評価の向上を目指して，複合解析技術，岩石物理学
に基づく解析技術の調査，検討を行っている．複合解析の方法は大きく3区分される．クロスプロット法は，例
えばP波速度などの探査物性値を縦軸に，間隙率などの評価物性値を横軸に取り，その関係を求め適用する方法
である．探査および物性試験データが豊富であり，適用地点を限れば有効な手法である．経験式に基づく方法
は，クロスプロット法を発展させたもので，関係式が数多く提案されている．しかし，経験式を求めた岩種や
地質条件を超えて探査結果の解釈に利用することは困難である．岩石物理学に基づく方法は，多様な条件や岩
種について適用が期待できる手法であるが，その理論モデルを構築，検証するためには，膨大な実験や探査結
果の分析必要である．どのような手法により探査結果を解釈するかについては，利用できるデータの量と質に
より判断する必要がある． 
ワーキンググループ3では，物理探査成果の信頼性向上，有効利用を目的として，物理探査成果の標準書式
化，電子納品への取り組みを行っている． 
本報告では，土木地質分野における物理探査の現状と統合物理探査の利用について報告する． 
文献 
1) 土木研究所，物理探査学会(2013)：河川堤防安全性評価のための統合物理探査の手引き，愛智出版． 
2) 三木茂，統合物理探査調査研究委員会(2014)：統合物理探査調査研究委員会の発足について，物理探査学会
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土木分野、地盤工学の分野で物理探査をより効果的に適用するためには、物理探査から得られる物性を何か別
の形に変換することが重要になっている。たとえば河川堤防の調査では、物理探査によって縦断方向の概略の
土質区分だけでもできれば、空間的なデータ密度で劣るボーリングデータを補完する情報として非常に価値が
ある。 
土質の違いや工学的に利用されている地盤物性を物理探査結果から得られる弾性波速度や比抵抗から推定する
ためには、物理探査結果を解釈するための理論的な背景、つまり物理モデルが必要である。仮にこの理論が完
全であるとすれば、得られた物理探査結果から他の物性への変換は逆解析によって実現可能である。しかしな
がら地盤は非常に不均質で複雑であり、さまざまな要因が組み合わさった結果として、ある物性値が得られて
おり、それらすべての要因を理論的に表現し逆解析によって特定の物性を得るということは容易ではない。そ
れに対し、単純化した物理モデルの順計算によって、土質の違いや物性変化の傾向を予測した解釈テンプ
レートを作成しておき、解釈テンプレートと測定値とを比較することでおおよその物性値を推定するという方
法がある。資源分野ではRock Physics Templateと呼ばれ、岩相や間隙流体の区分などに用いられている
（Avseth et al., 2005）。この方法では、ある特定の要因だけを自由に変化するパラメータとし、その他の要
因は一定とみなしていることになるが、使用するデータの条件を絞り込むことによって、十分実用的な方法に
なると考えられる。特に、測定によって得られる物性値の種類が少ない場合は、逆解析や統計的な手法の利点
をそれほど生かすことができないため、このような実用的な方法が有効である。 
現状の統合物理探査の解釈では複数の物性を用いたクロスプロットが用いられている。特に、河川堤防調査で
はS波速度と比抵抗のクロスプロットが多く利用されている（土木研究所・物理探査学会，2013）。そこで、河
川堤防を対象にS波速度と比抵抗のクロスプロットの解釈テンプレートを作成する。今回、対象とする物性は粘
土含有率と間隙率とする。粘土含有率とは、地盤を砂と粘土の混合体と考えた場合の粘土の割合であり、0~1の
連続的な数値で土質の違いを表す指標と考えることができる。間隙率は土の構成要素（固体、水、空気）の割
合を示す重要なパラメータであるとともに、同じ土質だけでみれば緩みの指標とみなせる。 
解釈テンプレートのベースとなる弾性波速度の物理モデルとしては未固結砂岩のモデル (Avseth et al.,
2005) を用いる。未固結砂岩のモデルは、Hashin-Shtrikmanの下限式がベースとなっており、固体の弾性率を
もつ媒質と、特定の間隙率と弾性率をもつ媒質が任意の割合で混合した場合の有効媒質の弾性率を算出するも
のである。特定の間隙率での弾性率はHertz-Mindlinモデルで計算されているが、浅層の地盤ではやや過大評価
となることもあり、Waltonモデルが利用されることもある。いずれにせよ、固体の弾性率が粘土含有率に
よって変化することから、粘土含有率とS波速度が関連付けられる。 
比抵抗のモデルは、比抵抗は並列回路モデルが一般的に用いられる。地下水以深では地下水の比抵抗の影響が
大きくなり、土質の違いが顕著ではなくなるが、地下水位以浅では土質の違いが比抵抗に反映される場合が多
い。そこで、並列回路の過剰導電率の項に粘土含有率と間隙率をパラメータとして導入することで、両パラ
メータと比抵抗が関連付けられる。 
以上のようにして、粘土含有率と間隙率を自由なパラメータとして、すべての組み合わせに対してS波速度と比
抵抗を算出し、その結果を用いて土質区分用と間隙率推定用の解釈テンプレートを作成することができる。そ
の結果、それらを用いて堤防の縦断方向の概略的な土質や間隙率の分布を得ることができる。 
現状では土質の違いと、各相（固相、水、空気）の体積割合のみが変化すると考えてS波速度と比抵抗を算出し
ているが、別途、土質を一定にした場合の飽和度の変化を解釈するテンプレートを作成することも可能であ
る。また、現状は一定値として与えている物性を、不確かさを含む値として、つまり変動幅を与えて計算する
ことで、確率的な解釈テンプレートの作成といった応用も考えられる。先に述べた通り、複雑な理論全てを取
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り込むことは難しいため、単純なモデルからうまく解釈テンプレートを作成して解釈を行っていくことは今後
有用な手法と考えられる。 
Avseth, P., T. Mukerji, and G. Mavko, 2005, Quantitative seismic interpretation: Cambridge
University Press. 
土木研究所・物理探査学会，2013，河川堤防の統合物理探査 －安全性評価への適用の手引き－，愛智出版
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統合物理探査データを利用した岩石物理モデルにもとづく定量的岩盤分類の試み
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岩盤分類は、トンネルやダム等の土木構造物の設計・施工時に対象岩盤をモデル化する際に広く利用されてい
る。岩盤分類法としては、RMR(Rock Mass Rating)やQ値法など、いくつかの手法が提案、利用されている。し
かしながら、それらの分類法には、定性的でしかも主観的な要素が含まれ、評価を行う技術者によってその結
果が大きく異なる場合があることが指摘されている。そこで、筆者たちは、より定量的、客観的な岩盤分類を
可能にすることを目的に、複数の物理探査データに岩石物理モデルを適用して岩盤をモデル化し、それに基づ
いて岩盤分類を行う手法を検討している。 
本研究では、トンネルの事前調査において、計画ルート上の数カ所のボーリングで実施された速度検層と電気
検層で得られたP波速度と比抵抗データに、岩石物理モデルとして広く利用されている有効媒体モデルの１つで
ある頁岩質砂岩モデルと比抵抗と間隙率の関係を表すGloverの式をそれぞれ適用し、両物性間の関係式を得
た。その結果とボーリングコア試料を用いたRMR法による岩盤分類結果を比較し、物理探査データとRMR値との
関係を求めた。その関係を用いて、トンネルフォーメーション沿いのP波速度と比抵抗をもとに岩盤分類を行
い、従来法による結果と比較を行った。その結果、統合物理探査データを利用して、より定量的、客観的な岩
盤分類を行うことができる可能性を確認することができた。
 

岩盤分類、複合物理探査データ、岩石物理モデル
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統合物理探査による鋼管杭根入調査
Investigation of the depth of steel pile embedment by the integrated geophysical
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本報告は、施工中に掘進機が他の構造物に接触し、施工ができなくなった事象に対して、既設構造物（鋼管
杭）の根入深度を確実に把握するために複数の物理探査を適用した事例である。 
近年、突発的に発生するゲリラ豪雨により、都市部においても洪水が起きるなど社会的にも問題となってい
る。洪水を防ぐために一時的に雨水をためるための貯水池が地下に建設されている。しかし、都市部地下も混
雑し、近接施工を余儀なくされている。 
一方、既設構造物の直下の施工においては、図面等から既設構造物の根入深度がわかる場合も多いが、古い構
造物では不明な場合もある。図面が存在する場合でも、実際の構造物の形状が異なる、あるいは根入れ深度が
異なるなどの理由で、施工中にトラブルが発生することもある。 
通常、鋼製の杭などは磁気探査を行って根入深度を調査するが、これまでの磁気探査ではボーリング孔からの
方位がわからないという課題があった。これを解消するために3成分の孔内ベクトル磁力計(BVM)が開発された
（押田ほか、2006）。BVMは、直交した3成分の磁気センサをボーリング孔内に挿入して、杭の残留磁化あるい
は誘導磁化による磁場を測定し、測定波形の波長や振幅を解析することにより、杭先端の三次元的な位置を推
定する手法である。 
施工の状況から既に掘進機が鋼管杭にあたっていると推定された。図面を確認すると、対象とする鋼管杭以外
にも鋼製の既存の橋台基礎や土留め杭など、複雑な構造を呈している。 
そのため3成分の磁気探査でも鋼管杭の根入深度を確実に推定できない可能性があると考え、速度検層を併用す
ることにした。速度検層は、鋼管杭を伝播するP波速度が地盤の伝播速度より大きいことを利用した手法であ
る。対象とする構造物そのものを打撃してP波を発生させるため、他の構造物にはP波が伝播しないことを利用
して、対象とする杭を推定することが可能である。P波速度が大きく、かつ磁気探査でも検出されれば、対象物
であることが確実に推定できる。 
調査の結果、以下の情報が得られた。 
(1)速度検層によってGL-15.5mで伝搬速度の変曲点が認められ、鋼管杭の端部を表していると考えられる。 
(2)速度検層の結果から鋼管杭と想定される深度帯のP波速度は4.3km/sであり、明らかに地層の速度より大き
い。 
(3)BVMの記録結果は、探査孔近傍に位置する複数の磁性体－橋台、土留杭、鋼管杭、シールドマシンの影響を
受け、孔口からGL-14m付近にかけて磁気反応は複雑に分布し、解釈を困難にしている。 
(4)しかし、BVMによるGL-15.6mの独立した波形による推定根入れ深さは、速度検層の変曲点深さとほぼ一致す
る。 
(5)両者を考慮して、杭の先端深さをGL-15.6mと結論づけた。 
(6)掘進機の天端はGL-14.5mであり、推定根入れ深さがGL-15.6mであるから掘進機は確実に既設鋼管杭にあ
たっていると考えられる。 
本報告は、BVMと速度検層の複数の探査を組み合わせた統合物理探査により、複雑な構造の場合でも確実な成果
を挙げることができた。工事完成図面より根入深度が深かった原因は今のところ不明であるが、今後この結果
に基づき、アンダーピニングや路線の変更など、対策工が検討されるものと考えられる。 
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近年、空中電磁探査技術を用いた深層崩壊危険箇所や火山体の調査が実施されており土砂災害発生箇所の予測
に関する研究が徐々に進歩している。一方、表層崩壊についても2014年広島災害、2013年伊豆大島災
害、2011年那智川災害など多くの災害が発生しており空中電磁探査技術を用いて崩壊発生箇所の予測ができれ
ば砂防事業の優先度や警戒避難につなげることができる。そこで本研究では、2011年に大規模な表層崩壊が発
生した那智川流域を例に挙げ、空中電磁探査の結果から2011年の崩壊箇所と非崩壊箇所の比抵抗特性の違いに
ついて検討した。 まず、地質と比抵抗特性との関係について整理した。那智川流域は熊野酸性岩(花崗斑岩)の
エリアと熊野層群(砂岩泥岩互層)のエリアに分かれているためこれらが比抵抗分布として区別可能であるかを
検討した。次に2011年の崩壊箇所を比抵抗分布と重ね合わせ、どのような比抵抗の箇所で崩壊が発生したかを
検討した。最後に那智川流域の崩壊斜面と非崩壊斜面について、比抵抗コンターの構造や地下での比抵抗変化
率に着目して、その違いについて検討した。 検討の結果、熊野酸性岩(花崗斑岩)は比抵抗値が高く、熊野層群
(砂岩泥岩互層)は低くなったため、空中電磁探査で地質境界を精度良く表すことができた。また2011年の崩壊
斜面のほとんどは地質境界付近に分布していることが分かった。このことから鉛直方向の地質特性の違いによ
り崩壊が発生したものと考えられる。崩壊斜面と非崩壊斜面の違いについて、崩壊斜面は比抵抗コンターが鉛
直であること、崩壊発生斜面近傍の上方で比抵抗変化率の大きい領域が途絶することが分かった。一方、非崩
壊斜面は、比抵抗コンターが斜面に平行であること、斜面の上方から下方に連続して比抵抗変化率の大きい領
域が連続することが分かった。比抵抗構造については地質構造を表しており、崩壊斜面は比抵抗コンターが鉛
直であることから、崩壊斜面の地質構造は鉛直であり、熊野層群に対して熊野酸性岩が鉛直に近い構造で貫入
していると考えられる。また、地質構造が鉛直である場合浸透した水が斜面下方に流れにくく、地下水位が上
昇しやすく崩壊しやすいと考えられる。比抵抗変化率の大きいエリアはボーリング調査の結果と合わせると地
下水位を表していると考えられる。崩壊斜面は比抵抗変化率の大きい領域が途絶していることから排水性が低
かったと考えられる。以上のことから、表層崩壊の危険度評価において、空中電磁探査は地質構造や地下水
位、地下水の排水性を評価できると考えられる。
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